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事業概要

１．期間
開始：2018年9月
終了：2019年3月

２．最終目標

（１） バイオジェット燃料を利用した商用フライトや関連法規制、支援動向の整理

（２） 我が国におけるバイオジェット燃料供給可能性及び道筋整理

３．成果・進捗概要

（１） バイオジェット燃料事業化に向けた直近の動向把握を目標に、商用フライトや支援施策、
関連法規制動向を調査・整理した。

（２） 国内におけるバイオジェット燃料製造・供給可能性の整理を目標に、基礎調査及び国内
外企業へのヒアリング調査を通じて、バイオジェット燃料の製造コストや需給ポテンシャ
ルを調査・分析した。そして想定される将来像と、将来像実現に向けた課題や必要な施
策を整理した。



無断転載・複製禁止

調査背景 調査内容

【背景と目的】

国内におけるバイオジェット燃料の製造・供給可能性や将来の道筋を検討した
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 パリ協定の目標を達成するため、脱炭素
化ビジネスが前提の世界になりつつある

 そのため、特にモビリティ分野における
電動化が進展。ただし、高いエネルギー
密度を要する大型車両、気動車、船舶、
航空機等は引き続き液体燃料が主流

 これまで、コストや安定供給等の観点で
国産バイオ燃料の導入には課題があっ
たが、脱炭素化の流れや技術進展等に
より、再検討の余地が生じている

 そこで、国内におけるバイオジェット燃料
の製造・供給可能性や、将来の道筋を
検討した

 基礎情報調査

 国内外のバイオジェット燃料等の商用
化動向調査

 国内サプライチェーン構築に必要な関
連規格や法規制等の調査

 国内におけるバイオジェット燃料製造・
供給の将来像検討



バイオジェット燃料を利用した商用フライトや
関連法規制、支援動向の整理
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商用化済みのプレイヤー

【バイオジェット燃料製造の主要事業者： 商用利用実績あり】

バイオジェット燃料の商用フライト利用に向けた供給契約が複数見られる

World Energy
（AltAir）
Amyris

Agrisoma

Fulcrum

GEVO
Honeywell 

UOP
Neste

RedRock

SG Preston

BP

Shell 

Total

（年）2013 2015 2017 2019 2023 20252021

17,000（t/年）
United（＋他6社）

Lufthansa AirBus/ Cathay Pacific

270,000（t/年）
United（＋他2社）

契約期間不明、24,000（t/年）
Lufthansa（他1社とも長期契約締結）

詳細不明
GOL（200フライト）

1,000（t/年）
KLM/SAS/Lufthansa/Air BP

10,000（t/年）
FedEx/Southeast

100,000（t/年）
Jet Blue（＋他1社）

契約期間・供給量不明
AirBus/ Cathay Pacific

契約期間・供給量不明

凡例

単年契約 複数年契約 灰色字： 供給先複数年契約（期間不明）

160,000（t/年）
Qantas

供給量不明
SAS（＋他2社）

詳細不明
SkyNRG（＋他3社）

 HEFA

 SIP

 HEFA

 FT-SPK

 ATJ

 HEFA

 HEFA

 FT-SPK

 HEFA
 FT-SPK

 HEFA

 FT-SPK

 SIP

企業名 保有技術

出所： 各社公式ウェブサイト、IATA「IATA Sustainable Aviation Fuel Roadmap」（2015）、IATA「Fact Sheet Sustainable Aviation Fuels」（2018/6）、ICAO「 Fact&Figures 」（2018/12）
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支援施策（サマリ）

【支援施策（サマリ）】

欧米はバイオジェット燃料の導入目標を明示し実証支援や燃料製造補助実施

日本 欧州米国

BJF
商用化例

BJF
支援特徴

 BJF*1燃料事業者の実証事業を補
助

 BJF製造事業者が商用展開済  BJF製造事業者が商用展開済 2020年に商用化

 政府機関（DOA*2、DOD*3等）が

事業内容に応じて原料生産者や
BJF製造事業者に補助金支給

 またBJF製造事業者の実証事業を
補助（製造規模：約1万～10万kL ）

 政府機関が参画するイニシアチブ
において2018年にBJFの年間導入
目標を約380万kLと設定

 EC*3がBJF製造事業者の実証事業
を補助（製造規模：約千～1万kL）

 EC*1が2020年までのEU全体にお
けるBJF導入目標を約233万kL/年
と設定

 2018年にユーグレナ株式会社・藻
類産業創生コンソーシアムに助成
実施（1件あたり上限1.5億円）

事例

 2012年にNeste社（製造規模：4千
t）に約15億円助成

 2015年、Swedish Biofuels社（製
造規模：1万t）に約40億円助成、
Biochemtex社（製造規模：2千t）に
約20億円助成

 2014年、バイオ燃料製造施設建設
費として3事業者に約250億円助成
 Emerald Biofuels 社（約31万kL）
 Fulcrum BioEnergy社(約4万kL)
 Red Rock Biofuels 社（約5万kL）
※括弧内は施設の燃料製造規模

導入目標を明示し、実証支援と
BJF価格低減のための補助実施

導入目標を明示し、
実証支援を実施

一部実証支援を実施

*1： BJF = Bio-Jet Fuel *2： DOA = Department of Agriculture *3： DOD = Department of Defense、*4： EC = European Commission
出所： 各国公開情報
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国内外のバイオジェット燃料における関連規格関連図

【関連規格動向】

2018年4以降JIG、Def-Stan、ASTM D7566が更新された

各国規格

国際規格

整合（代替燃料に関して） 準拠

我が国での燃料利用時に
遵守が求められる規格

（動向要注視）

ASTM D7566*42018年4月に
更新あり

ASTM D1655*3

凡例

共同貯油施設向けの燃料に係る規格

ジェット燃料全般に係る規格

代替ジェット燃料に係る規格

Def Stan91-91*2

JIG AFQRJOS*1

石連規格*4
（共同利用施設向け
統一規格）

2018年9月に
更新あり

2018年11月に
更新あり

*1： JIG AFQRJOS = Joint Inspection Group Aviation Fuel Quality Requirements for Jointly Operated Systems *2： Def Stan = Defence Standards *3： ASTM = American Society for Testing and 
Materials *4： 化石燃料と混合する際、ASTM D7566の各Annex（原料・製造方法）が定める割合で混合し所定のスペック検査をクリアした場合、D1655を満たす燃料とみなされる
出所： 各規格の管轄機関のHP
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ASTM D7566の更新内容

【関連規格動向： ASTM D7566更新内容】
2018年4月、 ASTM D7566は添加剤の種類や試験方法、原料の種類が更新された

D7566 概要

原料・製造方法
共通

ジェット燃料への使用可能な添加剤を追加
Kerojet AquariusTM（航空機の燃料タンクへの水の蓄積を防止する添加剤）
Kerostat 8118（静電気防止剤）

Annex1
原料： 有機物全般

高温ガス化により合成ガスを製造後、FT合成によりパラフィン又はオレフィンを製造

Annex2
原料： 生物系油脂

脂肪酸エステルまたは脂肪酸を水素化および脱酸素化によりパラフィンを製造

Annex3
原料： バイオマス糖

発酵後に生成されたファルネセン（C15H24）を水素化することによりイソパラフィンを製造

Annex4
原料： 有機物全般

 FT合成により芳香族を製造後、アルキル化により合成ケロシンを製造
燃料の熱酸化安定性試験としてヒーターチューブ内の酸化膜を計測し、熱酸化安定性を試験す
る多波長エリプソメトリー法*1を追加

Annex5
原料： バイオマス糖

 イソブタノール又はエタノールを脱水、オリゴマー化、水素化、精留により合成パラフィンケロシンを
製造

凡例

緑字：更新内容

*1： 様々な波長を有した偏光を入射させ、反射光の位相の変化を計測することにより薄膜の厚さを算出することができる方法
出所： ASTM「ASTM D7566-18」（2018/4）



国内におけるバイオジェット燃料
製造・供給の将来像検討
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国内におけるバイオジェット燃料製造の検討意義

【バイオジェット燃料活用の意義】

バイオジェット燃料の活用意義として産業振興やエネルギーの安全保障が挙げられる

 重機や航空機においては液体燃料需要が引き続き見込まれる

 低炭素化の潮流強化

 バイオジェット燃料導入は航空分野の低炭素化に向けた有用な手段の一つ

 ICAO*1の総会において、国際的なCO2排出削減に係る目標*2達成に向けた
市場メカニズムを活用した制度への、2027年からの参加義務化を採択

バイオジェット
活用の意義

国内製造の
意義

 国内の雇用や収益を創出しうる

 新規産業の創出： 藻類由来の機能性食品や食料（蛋白質）ニーズに対応

 既存燃料事業への影響緩和と攻めの対応に寄与

 エネルギーセキュリティに貢献しうる

 エネルギー供給サプライチェーンの多様化に寄与

 既存の資源利用目的と競合しない、新たなエネルギー源となる可能性

*1: ICAO = International Civil Aviation Organization *2： 燃料効率を毎年2%改善、2020年以降総排出量を増加させない
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原料×製造手法

【国内サプライチェーンの道筋検討】

原料と製造手法によってはコスト競争力あるバイオジェット燃料を製造できる可能性
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国内

海外

製造技術

FT合成*1

ATJ
（Alcohol to Jet）

水素化

水素化

ATJ

原料

油、油脂

微細藻類

都市ごみ

エタノール

油脂等
（現状市場あり）

微細藻類

木質系

セルロース

エタノール

セル
ロース

都市
ごみ

調達先 種類

*1： FT合成 = Fischer-Tropsch合成（原料をガス化、反応炉内で触媒を用いて炭化水素を得る技術） *2：ジェット燃料38万kL製造規模の場合
出所： ヒアリング結果、農林水産省「バイオマス活用推進基本計画」（2016）、経済産業省「バイオ燃料を中心とした我が国の燃料政策のあり方に関する調査」（2016）、その他各種公開情報

凡例

直近活用できる可能性高 2030年までに活用できる可能性高

バイオエタノールは
化石燃料由来エタノールと同水準の価格で製造可能

 100円台前半

 100円台前半

－

－

 100円台

－

 100円台
（廃食油等と混合）

 2025～2030年頃
（最適環境の場合）

 2030年以降

 2025～2030年頃

技術実用化時期

 2020年頃から、
サンプル燃料を
供給・検証予定

実用化段階

実用化段階

エタノールを60円/Lで調達した場合、
約120円/L*2で供給できる可能性あり

既に発電等で活用

回収方法の多様
化・効率向上必要

既に発電等で活用

エタノールとして等、
他用途との優先順
位判断が必要

培養効率は気候
条件に左右される

回収方法の多様
化・効率向上必要

培養効率は気候
条件に左右される

他用途との優先順
位判断が必要

①安定供給
における留意点

②実用化可能性

コスト見込み
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バイオジェット燃料製造コスト（サマリ）

【バイオジェット製造コスト検討事例】

現状ケロシン価格水準のバイオジェット燃料製造は難易度が高い

0

200

400

600

800

1000

1200

微細藻類廃食油 植物油 植物油 木質バイ
オマス SIP

木質バイ
オマス

HEFA ATJ FT合成

（円/L）

製造コストが100円/L台前半の水準に達した場合は、海外産に対し価格競争力を持ちうる

想定許容価格：
100円/L台前半
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製造技術ごとのバイオジェット製造コスト現状値（HEFA）

＜参考： バイオジェット製造コスト検討事例（1/2）＞

製造方法 原料 原産地 製造コスト*1 前提（想定製造規模）*2 出所

HEFA

大豆油
不明 111 円/L 5万 kL/年 （4万4千 t/年） skyNRG「Green Horizons」

不明 87 円/L － NREL「Review of Biojet Fuel Conversion Technologies」

微細藻類

米国 355 円/L 2.6万 kL/年
NREL「Review of Biojet Fuel Conversion Technologies」

米国 741 円/L 2.6万 kL/年

豪州 1,027 円/L 6万 kL/年
Christopher D Turner「Technoeconomic analysis of renewable 
aviation fuel from microalgae,Pongamia pinnata, and 
sugarcane」

廃食油
欧州 143 円/L 36万 kL/年 （30万 t/年）

S de Jong 「The feasibility of short-term production strategies 
for renewable jet fuels – a comprehensive techno-economic 
comparison」

米国 121 円/L 17万 kL/年 （14万 t/年） Lin Tao「Techno-economic and resource analysis of 
hydroprocessed renewable jet fuel

- 不明 70 ～ 260 円/L － NREL「2016 Bioenergy Industry Status Report」

ポンガミア 豪州 279 円/L 6.1万 kL/年
NREL「Review of Biojet Fuel Conversion Technologies」

カメリナ
不明 76 円/L 7.6万 kL/年
米国 300 円/L 20万 kL/年 Lin Tao「Techno-economic and resource analysis of 

hydroprocessed renewable jet fuel

木質バイオマス 米国 113 円/L 原料を乾燥重量で2,000t/日 NREL「Review of Biojet Fuel Conversion Technologies」

ジャトロファ 米国 93 円/L

20万 kL/年 Lin Tao「Techno-economic and resource analysis of 
hydroprocessed renewable jet fuelグンバイナズナ 米国 170 円/L

ヒマシ油 米国 260 円/L

*1： いずれのレポートも「現状値」としてコスト検討 *2： 製造効率70%、バイオジェット燃料の密度を0.840g/cm3（0.000840t/L）と仮定
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製造技術ごとのバイオジェット製造コスト現状値（SIP・ATJ・FT合成）

＜参考： バイオジェット製造コスト検討事例（2/2）＞

製造方法 原料 原産地 製造コスト*1 前提（想定製造規模）*2 出所

SIP

- 不明 125 ～ 680 円/L － NREL「2016 Bioenergy Industry Status Report」

サトウキビ 豪州 227 円/L 6.1万 kL/年

NREL「Review of Biojet Fuel Conversion 
Technologies」

木質バイオマス 欧州 546 円/L 原料を乾燥重量で482t/日

麦わら 欧州 732 円/L 原料を乾燥重量で482t/日

ATJ

トウモロコシ 不明 125 円/L 原料を乾燥重量で2,000t/日

麦わら 不明 119 円/L 原料を乾燥重量で2,000t/日

木質バイオマス

米国 119 円/L 38万 kL/年

不明 218 円/L 原料を乾燥重量で864t/日
不明 186 円/L 原料を乾燥重量で864t/日
不明 148 円/L 原料を乾燥重量で2,000t/日
不明 140 ～ 170 円/L － NREL「2016 Bioenergy Industry Status Report」

サトウキビ 豪州 260 円/L 6万 kL/年 （5万 t/年）
Christopher D Turner「Technoeconomic analysis of renewable 
aviation fuel from microalgae,Pongamia pinnata, and 
sugarcane」

FT合成
木質バイオマス

スウェーデン 106 円/L 60.0 kL/年 （50 t/年） skyNRG「Green Horizons」

不明 77 円/L 5万 kL/年 （4万 t/年）
Richard C「 Hardwood Biomass to Gasoline, Diesel, and Jet 
Fuel: 1. Process Synthesis and Global Optimization of a 
Thermochemical Refinery」

不明 180 円/L 原料を乾燥重量で864t/日 NREL「Review of Biojet Fuel Conversion Technologies」

- 不明 90 ～ 180 円/L － NREL「2016 Bioenergy Industry Status Report」

*1： いずれのレポートも「現状値」としてコスト検討 *2： 製造効率70%、バイオジェット燃料の密度を0.840g/cm3（0.000840t/L）と仮定
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ケロシンのCIF価格推移

＜参考： CIF価格＞
直近5年のケロシンCIF価格は、約40～140円/Lの幅で変動

0

20

40

60

80

100

120

140

160
ケロシンCIF価格（円/L）

出所： 財務省貿易統計
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低炭素な液体燃料ニーズ拡大
内燃機関需要×低炭素化ニーズ

2025年頃
25万kL以上*1

2030年頃
100万kL以上*1

バイオ
ジェット燃料
製造量

バイオジェット燃料事業を
立上げ
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国内におけるバイオジェット燃料製造・供給の将来イメージ（案）

【国内サプライチェーンの展開イメージ】

バイオジェット燃料の国内製造事業拡大及び原料多様化に向けた技術開発を推進

海外微細藻類油×水素化

国産廃食油×水素化

輸入油×水素化

輸入エタノール×ATJ

海外資源×FT合成*1

国産エタノール×ATJ*2等

バイオジェット燃料製造事業の確立

国内外の廃食油・植物油を主原料とした
価格競争力あるバイオジェット燃料の
製造・供給サプライチェーンを構築。

原料多用化、開発輸入比率向上

商用
展開

研究
開発

 FT合成*2、ATJ*3技術の確立

微細藻類の大量培養技術の確立

海外で藻類を量産し、徐々に混合割合を上昇。
2030年頃に100円/L台前半まで価格低減。
（最適環境下で栽培し、廃食油由来燃料等と混合した場合）

 国産廃食油×水素化

 輸入エタノール× ATJ

 輸入油×水素化

その他

*1： ヒアリング等に基づく仮の数値 *2： FT合成 = Fischer-Tropsch合成（原料をガス化、反応炉内で触媒を用いて炭化水素を得る技術） *3： ATJ = Alcohol to Jet

将来像の具体化を進める場合、実際に国内供給サプライチェーン構築を実証し、
その際のコストや課題の評価検証することが有効ではないか

 海外微細藻類油×水素化

 国産エタノール× ATJ  海外資源× FT合成



無断転載・複製禁止

 産業振興やエネルギー安全保障、地球温暖化対策の観点から、
バイオジェット燃料の国内製造・供給を検討する意義はある

 また、本調査を通じて、原料と製造手法によってはコスト競争力ある
バイオジェット燃料を国内で製造・供給できる可能性を一定把握できた

 しかしながら、サプライチェーン構築の初期段階にあり、市場も黎明期にある
現在、一社単独での当該分野への投資判断はハードルが高い

 一方で、海外で既に商用規模プラント建設事例が増加し、ICAOのCO2排出削減に係る目
標達成への参画が2021年に迫る中、検討の時間的猶予は限られている

 粗油抽出工程を中心とした研究開発支援、バイオジェット燃料製造の副次効果定量化や海
外資源調達可能性把握、市場黎明期における設備導入補助やバイオジェット燃料利用支
援等の施策が望まれる

 また、国内バイオジェット燃料サプライチェーンの構築及び市場拡大の後押しを目的にサプ
ライチェーン全体を一気通貫で構築し、その効果を評価検証する必要もあると考えられる
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【まとめ】

粗油抽出工程を中心としたR&Dや、サプライチェーン構築及び評価検証支援が必要


